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(57)【要約】
【課題】光路長の調節が可能な光プローブ及びこれを備
える光干渉断層撮影装置を提供する。
【解決手段】本発明の光プローブは、外部から伝達され
た光の進行経路を調節する光経路調節部と、光経路調節
部で光の進行経路が調節されるにつれて光路長に差を発
生させる光路長調節部材と、光路長調節部材を通過した
光を出力する光出力部と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象体に光を照射するための光プローブであって、
　外部から伝達された光の進行経路を調節する光経路調節部と、
　前記光経路調節部で光の進行経路が調節されるにつれて光路長に差を発生させる光路長
調節部材と、
　前記光路長調節部材を通過した光を出力する光出力部と、を備える光プローブ。
【請求項２】
　前記光経路調節部は、前記光出力部から出力された光が前記対象体に照射される地点が
既定の方向に既定の長さほど繰り返して移動するように光の進行経路を調節し、
　前記光路長調節部材は、前記光が対象体に照射される地点が移動する度に前記光の光路
長を一定に増大させることを特徴とする請求項１に記載の光プローブ。
【請求項３】
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光を通過させ、光が
通過する地点によって光路長に差を発生させることを特徴とする請求項１に記載の光プロ
ーブ。
【請求項４】
　前記光路長調節部材は、同じ屈折率を持つ材質で形成されて厚さが一定でないことを特
徴とする請求項３に記載の光プローブ。
【請求項５】
　前記光路長調節部材は、前記光の進行方向と平行に切断された断面がウェッジ形状であ
ることを特徴とする請求項４に記載の光プローブ。
【請求項６】
　前記光路長調節部材は、いずれか一面又は両面の断面がメニスカス形状であることを特
徴とする請求項４に記載の光プローブ。
【請求項７】
　前記光路長調節部材は、それぞれ異なる屈折率を持つ２つ以上の材質で形成されること
を特徴とする請求項３に記載の光プローブ。
【請求項８】
　前記光路長調節部材は、表面に突起が形成されることを特徴とする請求項３に記載の光
プローブ。
【請求項９】
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光の一部を遮断して
光の直径を低減させることで、遮断前に比べて相対的に光路長調節効果を向上させること
を特徴とする請求項１に記載の光プローブ。
【請求項１０】
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で調節された光の進行経路によって光の直径
を変更させることを特徴とする請求項９に記載の光プローブ。
【請求項１１】
　前記光経路調節部は、固定された軸を中心として一定半径ほど回動するミラーであるこ
とを特徴とする請求項１に記載の光プローブ。
【請求項１２】
　対象体に光を照射して断層撮影を行う光干渉断層撮影装置であって、
　光を生成する光生成器と、
　前記生成された光を測定光線と参照光線とに分離して前記測定光線を光プローブに伝達
し、前記測定光線が対象体で反射して戻ってきた応答光線を前記光プローブから受信する
光結合器と、
　前記応答光線及び前記参照光線によって発生する干渉信号を検出する検出器と、
　前記検出された干渉信号を用いて前記対象体の断層撮影映像を生成する映像信号処理器
と、を備え、



(3) JP 2013-142700 A 2013.7.22

10

20

30

40

50

　前記光プローブは、
　前記光結合器から伝達された光の進行経路を調節する光経路調節部と、
　前記光経路調節部で光の進行経路が調節されるにつれて光路長に差を発生させる光路長
調節部材と、
　前記光路長調節部材を通過した光を出力する光出力部と、を備える光干渉断層撮影装置
。
【請求項１３】
　前記光経路調節部は、前記光出力部から出力された光が前記対象体に照射される地点が
既定の方向に既定の長さほど繰り返して移動するように光の進行経路を調節し、
　前記光路長調節部材は、前記光が対象体に照射される地点が移動する度に前記光の光路
長を一定に増大させることを特徴とする請求項１２に記載の光干渉断層撮影装置。
【請求項１４】
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光を通過させ、光が
通過する地点によって光路長に差を発生させることを特徴とする請求項１２に記載の光干
渉断層撮影装置。
【請求項１５】
　前記光路長調節部材は、同じ屈折率を持つ材質で形成されて厚さが一定でないことを特
徴とする請求項１４に記載の光干渉断層撮影装置。
【請求項１６】
　前記光路長調節部材は、前記光の進行方向と平行に切断された断面がウェッジ形状であ
ることを特徴とする請求項１５に記載の光干渉断層撮影装置。
【請求項１７】
　前記光路長調節部材は、いずれか一面又は両面の断面がメニスカス形状であることを特
徴とする請求項１５に記載の光干渉断層撮影装置。
【請求項１８】
　前記光路長調節部材は、それぞれ異なる屈折率を持つ２つ以上の材質で形成されること
を特徴とする請求項１４に記載の光干渉断層撮影装置。
【請求項１９】
　前記光路長調節部材は、表面に突起が形成されることを特徴とする請求項１４に記載の
光干渉断層撮影装置。
【請求項２０】
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光の一部を遮断して
光の直径を低減させることで、遮断前に比べて相対的に光路長調節効果を向上させること
を特徴とする請求項１２に記載の光干渉断層撮影装置。
【請求項２１】
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で調節された光の進行経路によって光の直径
を変更させることを特徴とする請求項２０に記載の光干渉断層撮影装置。
【請求項２２】
　前記光経路調節部は、固定された軸を中心として一定半径ほど回動するミラーであるこ
とを特徴とする請求項１２に記載の光干渉断層撮影装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光干渉断層撮影装置に係り、より詳細には、光路長調節が可能な光プローブ
及びこれを備える光干渉断層撮影装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近は、人体組職又は多様な材料などの対象体の内部構造を観察できる方法及び装置が
多様な分野で広く使われている。Ｘ線装置、ＣＴ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒｉｚｅｄ　Ｔｏｍｏ
ｇｒａｐｈｙ）スキャナ、ＭＲＩ（Ｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ　Ｉｍａｇｅ
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）装置及び超音波装置などの多様な内部透過映像及び断層映像撮影装置がその例である。
これらの装置は、人体及び生命体の内部構造を直接切開せずに各種病気の原因と位置及び
進行過程を把握することで、医療分野において重要な位置を占めている。従って、これら
の診断装置において、生命体に対する低有害性、高分解能映像獲得、合理的なコスト及び
移動及び使用の便宜性などは、重要な要素として認識されている。
【０００３】
　特に、光干渉断層撮映装置は、対象体に照射されて反射する光と、基準になる光との干
渉現象を用いて対象体の内部構造を撮影できる装置であり、その解像度の映像を得ること
ができ、且つ人体に無害であるという長所があって医療分野で広く使われている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、上記従来技術に鑑みてなされたものであって、本発明の目的は、フルレンジ
（ｆｕｌｌ　ｒａｎｇｅ）の光干渉断層撮影装置に必要な光路長の調節が可能な光プロー
ブ、及びこれを備える光干渉断層撮影装置を提供することにある。特に、製品の小型化が
可能な光プローブを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するためになされた本発明の一態様による光プローブは、外部から伝達
された光の進行経路を調節する光経路調節部と、前記光経路調節部で光の進行経路が調節
されるにつれて光路長に差を発生させる光路長調節部材と、前記光路長調節部材を通過し
た光を出力する光出力部と、を備える。
【０００６】
　前記光経路調節部は、前記光出力部から出力された光が前記対象体に照射される地点が
既定の方向に既定の長さほど繰り返して移動するように光の進行経路を調節し、前記光路
長調節部材は、前記光が対象体に照射される地点が移動する度に前記光の光路長を一定に
増大させ得る。
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光を通過させ、光が
通過する地点によって光路長に差を発生させ得る。
　前記光路長調節部材は、同じ屈折率を持つ材質で形成されて厚さが一定でなくあり得る
。
　前記光路長調節部材は、前記光の進行方向と平行に切断された断面がウェッジ形状であ
り得る。
　又は、前記光路長調節部材は、いずれか一面又は両面の断面がメニスカス形状であり得
る。
　前記光路長調節部材は、それぞれ異なる屈折率を持つ２つ以上の材質で形成され得る。
　又は、前記光路長調節部材は、表面に突起が形成され得る。
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光の一部を遮断して
光の直径を低減させることで、遮断前に比べて相対的に光路長調節効果を向上させ得る。
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で調節された光の進行経路によって光の直径
を変更させ得る。
　前記光経路調節部は、固定された軸を中心として一定半径ほど回動するミラーであり得
る。
【０００７】
　上記目的を達成するためになされた本発明の一態様による光干渉断層撮影装置は、光を
生成する光生成器と、前記生成された光を測定光線と参照光線とに分離して前記測定光線
を光プローブに伝達し、前記測定光線が対象体で反射して戻ってきた応答光線を前記光プ
ローブから受信する光結合器と、前記応答光線及び前記参照光線によって発生する干渉信
号を検出する検出器と、前記検出された干渉信号を用いて前記対象体の断層撮影映像を生
成する映像信号処理器と、を備え、前記光プローブは、前記光結合器から伝達された光の
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進行経路を調節する光経路調節部と、前記光経路調節部で光の進行経路が調節されるにつ
れて光路長に差を発生させる光路長調節部材と、前記光路長調節部材を通過した光を出力
する光出力部と、を備える。
【０００８】
　前記光経路調節部は、前記光出力部から出力された光が前記対象体に照射される地点が
既定の方向に既定の長さほど繰り返して移動するように光の進行経路を調節し、前記光路
長調節部材は、前記光が対象体に照射される地点が移動する度に前記光の光路長を一定に
増大させ得る。
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光を通過させ、光が
通過する地点によって光路長に差を発生させ得る。
　前記光路長調節部材は、同じ屈折率を持つ材質で形成されて厚さが一定でなくあり得る
。
　前記光路長調節部材は、前記光の進行方向と平行に切断された断面がウェッジ形状であ
り得る。
　又は前記光路長調節部材は、いずれか一面又は両面の断面がメニスカス形状であり得る
。
　前記光路長調節部材は、それぞれ異なる屈折率を持つ２つ以上の材質で形成され得る。
　又は、前記光路長調節部材は、表面に突起が形成され得る。
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で進行経路が調節された光の一部を遮断して
光の直径を低減させることで、遮断前に比べて相対的に光路長調節効果を向上させ得る。
　前記光路長調節部材は、前記光経路調節部で調節された光の進行経路によって光の直径
を変更させ得る。
　前記光経路調節部は、固定された軸を中心として一定半径ほど回動するミラーであり得
る。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、光プローブ内部のガルバノ・スキャナをピボット・オフさせずに光路
長調節部材を用いて、出力される光の光路長を調節することで製品の小型化が可能な長所
がある。
　また、ピエゾアクチュエータを使う光プローブに光路長調節部材を備えさせることで、
フルレンジ具現のためのモジュレーションを行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施形態による光干渉断層撮影装置の構成を示す図面である。
【図２】本発明の一実施形態による光プローブの内部で測定光が進行する経路を示す図面
である。
【図３】（Ａ）～（Ｃ）は本発明の多様な実施形態による光路長調節部材を備える光プロ
ーブの内部構成を示す図面である。
【図４】（Ａ）～（Ｃ）は本発明の多様な実施形態による光路長調節部材の断面を示す図
面である。
【図５】（Ａ）～（Ｅ）は本発明の多様な実施形態による光路長調節部材の断面の形状を
示す図面である。
【図６】本発明の他の実施形態によるピエゾアクチュエータを使用した光プローブの内部
構成を示す図面である。
【図７】（Ａ）、（Ｂ）は本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部で測定光及
び応答光が進行する経路を示す図面である。
【図８】（Ａ）、（Ｂ）は本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部で測定光及
び応答光が進行する経路を示す図面である。
【図９】本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部で測定光が進行する経路を示
す図面である。
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【図１０】（Ａ）、（Ｂ）は本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部構成を示
す図面である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を実施するための形態の具体例を、図面を参照しながら詳細に説明する。
本実施形態の特徴をより明らかに説明するために、当業者に広く知られている事項につい
ては、詳細な説明を省略する。
【００１２】
　図１は、本発明の一実施形態による光干渉断層撮影装置の構成を示す図面である。図１
を参照すると、本実施形態による光干渉断層撮影装置は、光生成器１１０、光結合器１２
０、光プローブ１３０、検出器１４０、及び映像信号処理器１５０を備える。図１を参照
して、本実施形態による光干渉断層撮影装置の動作特性を説明すると、次の通りである。
【００１３】
　光生成器１１０は、光を生成して光結合器１２０に伝達する。光結合器１２０は、ビー
ムスプリッター１２２及び基準ミラー１２４を備える。光生成器１１０から伝達された光
は、ビームスプリッター１２２で測定光と参照光とに分離される。ビームスプリッター１
２２で分離された光のうち、測定光は、光プローブ１３０に伝達され、参照光は、基準ミ
ラー１２４に伝達されて反射した後、再びビームスープリットル１２２に戻る。一方、光
プローブ１３０に伝達された測定光は、光プローブ１３０を通じて内部の断層映像を撮影
しようとする対象体１０に照射され、照射された測定光が対象体１０で反射した応答光は
、光プローブ１３０を通じて光結合器１２０のビームスプリッター１２２に伝達される。
伝達された応答光及び基準ミラー１２４で反射した参照光は、ビームスプリッター１２２
で干渉を引き起こし、検出器１４０は干渉信号を検出する。そして、検出器１４０が検出
した干渉信号を映像信号処理器１５０に伝達すると、映像信号処理器１５０は、これを対
象体１０の断層映像を示す映像信号に変換する。
【００１４】
　一方、本実施形態は、フルレンジの光干渉断層撮影装置であるとの前提に基づき、以下
では、フルレンジの光干渉断層撮影装置についての説明、及びこれを具現するための光プ
ローブ１３０の内部構成及び動作特性を説明する。
【００１５】
　フルレンジの光干渉断層撮影装置は、測定光が対象体１０に照射される地点が横方向に
移動するにつれて測定光の光路長を変化させる。より詳細には、測定光が対象体１０に照
射される地点を、横方向に同じ長さほど連続して移動させながらスキャンを行い、測定光
が対象体１０に照射される地点が、横方向に移動する度に測定光の光路長が同じ長さほど
増大する方式で、モジュレーションを行う。ここで、測定光が対象体１０に照射される方
向、即ち対象体１０の深さ方向を縦方向といい、これに垂直な方向が横方向になる。また
、光路長とは、屈折率ｎの媒質中を光が距離ｌほど通過する時、ｎとｌとの積を光路長と
いう。即ち、媒質を通過する間にかかった時間と同じ時間内に光が真空中を通過する距離
と同一である。このように測定光の光路長を変化させながら測定光が対象体１０に照射さ
れる地点を横方向に移動させる役割を、光プローブ１３０が行う。
【００１６】
　図１を参照すると、光プローブ１３０は、コリメーターレンズ１３２、ガルバノ・スキ
ャナ１３４、光路長調節部材１３６、及びレンズ１３８を備える。ここで、ガルバノ・ス
キャナ１３４は、一定の軸を中心として一定半径回転が可能なミラーであり、ＭＥＭＳ（
Ｍｉｃｒｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ）から回転に必要な
駆動力を得るＭＥＭＳスキャナとして具現される。また、光路長調節部材１３６は、一定
の屈折率を持つ１つの材質又はそれぞれ異なる屈折率を持つ２つ以上の材質を用いて多様
な形状で製作された部材であって、光が光路長調節部材１３６を通過する地点によって光
路長を変化させる。
【００１７】
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　光結合器１２０から伝達された測定光は、光プローブ１３０のコリメーターレンズ１３
２を通過して視準され、ガルバノ・スキャナ１３４で反射することで進行方向が調節され
て、光路長調節部材１３６及びレンズ１３８を順次に通過した後で対象体１０に照射され
る。ガルバノ・スキャナ１３４が一定の軸を中心として回動することで、測定光が対象体
１０に照射される地点が横方向に移動し、この時、ガルバノ・スキャナ１３４が回動する
ことで、測定光が光路長調節部材１３６を通過する地点も移動するので、測定光の光路長
が変化する。
【００１８】
　一方、図面には示していないが、光プローブ１３０は、コリメーターレンズ１３２、ガ
ルバノ・スキャナ１３４、光路長調節部材１３６、及びレンズ１３８を内部に備えるハウ
ジング（図示せず）を備える。そして、光路長調節部材１３６及びレンズ１３８を通過し
た測定光は、ハウジング（図示せず）の開口部から出力されて対象体１０に照射される。
従って、測定光が出力されるハウジング（図示せず）の開口部を光出力部という。
【００１９】
　このような光路長を変化させながら対象体１０に測定光を横方向にスキャンする詳細な
内容を、図２を参照して説明する。図２は、本発明の一実施形態による光プローブ１３０
の内部で測定光が進行する経路を示す図面である。図２を参照すると、ガルバノ・スキャ
ナ１３４が回動することで、測定光の進行方向を横方向に一定長さほど移動させることが
分かる。ガルバノ・スキャナ１３４は、測定光の進行方向が第１方向から第Ｎ方向まで調
節されるように回動し、第１方向の測定光は、図２のｄ１１及びｄ１２に対応する光路長
を進行し、第２方向の測定光は、図２のｄ２１及びｄ２２に対応する光路長を進行し、第
Ｎ方向の測定光は、図２のｄＮ１及びｄＮ２に対応する光路長を進行する。即ち、測定光
が第ｉ方向（ｉ＝１，２，…，Ｎ）に調節された時、ガルバノ・スキャナ１３４で反射し
て光路長調節部材１３６を通過するまで進行する光路長をｄｉとすると、次のような数式
が成立する。
【００２０】
【数１】

【００２１】
　ここで、ｎは、光路長調節部材１３６を形成する材質の屈折率である。
【００２２】
　また、進行方向が隣接している２つの測定光、即ち第ｉ＋１方向の測定光と第ｉ方向の
測定光との間の光路長の差は、次のような数式で示される。
【００２３】

【数２】

【００２４】
　従って、光路長調節部材１３６の傾いた上面が下面となす角度、部材を形成する材質の
屈折率、ガルバノ・スキャナ１３４の回動の中心になる軸の位置、又は部材の曲率を調節
することで、
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を調節してモジュレーションを変更することができる。
【００２５】

を用いてモジュレーションを行う具体的な方法は、下記の数式を用いて詳細に説明する。
【００２６】
　上記数式２の

を

とすると、図１の光干渉断層撮影装置の検出器１４０で受信する干渉信号のパワーは、次
のような数式で示される。
【００２７】

【数３】

【００２８】
　上記数式３で

は、測定光の進行方向が移動する横方向をｘ軸とする時、測定光が対象体１０に照射され
る地点の座標を示し、

は、第ｉ方向に調節された測定光の波数を示す。また、

は、検出器１４０で受信する干渉信号のパワーであり、

は、光源の波長別振幅を示し、
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は、横方向振幅を示す。そして

は、ビームスプリッター１２２から対象体１０まで光が移動する距離から、ビームスプリ
ッター１２２から基準ミラー１２４まで光が移動する距離を差し引いた差を意味する。
【００２９】
　一方、上記数式３は、オイラーの公式を用いて複素数指数を含む項で展開して整理する
と、次の数式になる。
【００３０】

【数４】

【００３１】
　このようにモジュレーションを行うためには、上述したように、測定光の進行方向が変
更される度に、増大する光路長が一定でなければならない。即ち、次のような数式が成立
するように、光路長調節部材１３６の傾いた上面が下面となす角度、部材を形成する材質
の屈折率、ガルバノ・スキャナ１３４の回動の中心になる軸の位置、又は部材の曲率など
を調節することで、所望のモジュレーションを行う。
【００３２】
【数５】

【００３３】
　従来は、フルレンジの光干渉断層撮影装置の具現に際して、進行方向が隣接している２
つの測定光間の光路長の差

を一定にするために、本実施形態の光路長調節部材１３６のような構成を含まず、ガルバ
ノ・スキャナ１３４の回転軸を移動させる、即ちガルバノ・スキャナ１３４をピボット・
オフさせる方法を使っていた。従って、ガルバノ・スキャナ１３４をピボット・オフさせ
る空間を確保しなければならないため、製品の小型化に限界があるという問題点があった
。具体的に、全体幅の長さが３ｍｍであり、ミラーの直径が１．５ｍｍであるＭＥＭＳス
キャナをガルバノ・スキャナとして使う場合、ピボット・オフのためには、５００μｍ～
７００μｍの追加空間が必要になるため、直径２．８ｍｍ～３．０ｍｍが標準として定め
られた内視鏡のワーキングチャネルに光プローブが挿入され得ないという問題点があり、
今後の技術の適用範囲の拡大及び応用において問題点を持っていた。しかし、本実施形態
による場合、ガルバノ・スキャナ１３４をピボット・オフさせずに光路長調節部材１３６
を備える方式でモジュレーションを行うことで、光プローブのサイズを増大させずにフル
レンジを具現できるという長所がある。
【００３４】
　以下、上述した役割を行うための光路長調節部材１３６及びこれを備える光プローブの
多様な実施形態を、図面を参照して説明する。
【００３５】
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　図３（Ａ）～（Ｃ）は、本発明の多様な実施形態による光路長調節部材１３６を備える
光プローブの内部構成を示す図面である。より具体的には、図３（Ａ）～（Ｃ）は、光路
長調節部材１３６が備えられる位置、方向などをそれぞれ変更した実施形態を図示する。
図３（Ａ）を参照すると、図１及び図２に示した実施形態とは異なって光路長調節部材１
３６がレンズ１３８の下側に配置されることが分かり、図３（Ｂ）を参照すると、光路長
調節部材１３６が配置される位置は、図１及び図２に示した実施形態と同一であるが、光
路長調節部材１３６の左右が逆になっているということが分かる。また、図３（Ｃ）を参
照すると、光路長調節部材１３６が配置される位置は、図１及び図２に示した実施形態と
同一であるが、光路長調節部材１３６の上下が逆になっているということが分かる。この
ように光路長調節部材１３６が、光プローブ内に配置される位置及び方向を必要に応じて
多様に変更でき、この時、光路長調節部材１３６の傾いた上面が下面となす角度、部材を
形成する材質の屈折率、ガルバノ・スキャナ１３４の回動の中心になる軸の位置、又は部
材の曲率などを調節することで、所望のモジュレーションを行う。
【００３６】
　図４（Ａ）～（Ｃ）は、本発明の多様な実施形態による光路長調節部材１３６の断面を
示す図面である。より具体的に、図４（Ａ）～（Ｃ）は、互いに異なる屈折率を持つ２つ
の材質を用いて形成された光路長調節部材１３６の実施形態を図示する。図４（Ａ）～（
Ｃ）で１３６ａと１３６ｂとは、互いに異なる屈折率を持つ互いに異なる材質を意味する
。図４（Ａ）を参照すると、１３６ａの材質と１３６ｂの材質とがなす境界線が、光路長
調節部材１３６の上面から凹んでいる曲線状になっており、図４（Ｂ）及び（Ｃ）を参照
すると、１３６ａの材質と１３６ｂの材質とがなす境界線が、光路長調節部材１３６の上
面及び下面にそれぞれ平行に形成される。このように光路長調節部材１３６を形成する材
質を、必要に応じて多様に変更でき、この時、光路長調節部材１３６の傾いた上面が下面
となす角度、部材を形成する材質の屈折率、ガルバノ・スキャナ１３４の回動の中心にな
る軸の位置、又は部材の曲率などを調節することで、所望のモジュレーションを行う。ま
た、図４（Ａ）～（Ｃ）では、屈折率の互いに異なる２つの材質を使って光路長調節部材
１３６を形成する実施形態を図示したが、３つ以上の材質を使って光路長調節部材１３６
を形成してもよい。
【００３７】
　図５（Ａ）～（Ｅ）は、本発明の多様な実施形態による光路長調節部材１３６の断面の
形状を示す図面である。これまでは、図１～図４（Ｃ）で、光路長調節部材１３６の断面
形状がウェッジ（ｗｅｄｇｅ）形状である実施形態について説明した。しかし、図５（Ａ
）～（Ｅ）に示したように、光路長調節部材１３６の断面をウェッジ形状ではない多様な
形態に変更できる。図５（Ａ）を参照すると、光路長調節部材１３６の上面及び下面の断
面がメニスカス（ｍｅｎｉｓｃｕｓ）形状であり、図５（Ｂ）を参照すると、光路長調節
部材１３６の上面に突起１３６ｃが形成されたことが分かる。図５（Ｃ）を参照すると、
光路長調節部材１３６の断面は長方形であり、互いに異なる屈折率を持つ互いに異なる２
つの材質を用いて２層１３６ａ及び１３６ｂが形成されたことが分かる。図５（Ｄ）は、
光路長調節部材１３６の断面が長方形であり、屈折率が徐々に変化する実施形態を示した
ものである。図５（Ｄ）で、光路長調節部材１３６に表現された明暗は屈折率に対応し、
図５（Ｄ）を参照すると、明暗の変化が漸進的に起き、屈折率が漸進的に変化することが
分かる。最後に、図５（Ｅ）は、光路長調節部材１３６の断面が階段状である実施形態を
示したものである。ここで、図面に示していないが、図５（Ａ）とは異なり、光路長調節
部材１３６のいずれか一面のみをメニスカス形状にしてもよい。このように光路長調節部
材１３６の断面形状を多様に変更することで、光路長調節部材１３６を備える光プローブ
を用いて、モジュレーション実行時に発生する非線形的な特性を補正でき、光路長調節部
材１３６の傾いた上面が下面となす角度、部材を形成する材質の屈折率、ガルバノ・スキ
ャナ１３４の回動の中心になる軸の位置、又は部材の曲率などを調節することで、所望の
モジュレーションを行う。
【００３８】
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　図６は、本発明の他の実施形態によるピエゾアクチュエータを使用した光プローブの内
部構成を示す図面である。図６に示した光プローブは、ガルバノ・スキャナではないピエ
ゾアクチュエータ１３５を用いて光の進行方向を調節する。より詳細には、ピエゾアクチ
ュエータ１３５の上部及び下部に備えられた圧電素子１３５ａに電気信号を印加すると、
圧電素子は上方又は下方に折り曲げられ、ピエゾアクチュエータ１３５の支持層１３５ｂ
も、圧電素子１３５ａの変形につれて上方又は下方に折り曲げられる。支持層１３５ｂに
は光ファイバ１３５ｃが含まれており、光ファイバ１３５ｃも支持層１３５ｂに沿って上
方又は下方に折り曲げられるため、光ファイバ１３５ｃから出力される光の進行方向も上
方又は下方に調節される。これらの形態の光プローブでは、ガルバノ・スキャナを使わな
いため、ピボット・オフによるモジュレーション自体が不可能である。しかし、図６に示
したように、光路長調節部材１３６を光の進行経路上に位置するように備えることで、上
記のようなモジュレーションを行うことができる。この時、光路長調節部材１３６は、図
４（Ａ）～図５（Ｅ）のように多様な形態に具現される。即ち、光路長調節部材１３６を
使うことで、ガルバノ・スキャナのピボット・オフ自体が不可能な形態の光プローブを用
いてもフルレンジを具現することができる。
【００３９】
　一方、位相変調のための光路長の調節は、光直径のサイズを調節することで具現しても
よく、以下で詳細な内容を説明する。
【００４０】
　図７（Ａ）は、本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部で測定光が進行する
経路を示す図面であり、図７（Ｂ）は、本発明の更に他の実施形態による光プローブの内
部で応答光が進行する経路を示す図面である。
【００４１】
　先ず図７（Ａ）を参照すると、測定光は、ガルバノ・スキャナ１３４で反射することで
進行方向が調節されて対象体１０に照射されるが、この時、光路長調節部材１３６は測定
光の進行経路上に位置しない。従って、測定光は、光路長調節部材１３６の影響を受けず
に対象体１０に照射される。また、図７（Ｂ）を参照すると、測定光が対象体１０で反射
して出た応答光も、光路長調節部材１３６の影響を受けずにガルバノ・スキャナ１３４で
反射して光プローブの外部に進行する。
【００４２】
　図８（Ａ）は、本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部で測定光が進行する
経路を示す図面であり、図８（Ｂ）は、本発明の更に他の実施形態による光プローブの内
部で応答光が進行する経路を示す図面である。
【００４３】
　図８（Ａ）では、ガルバノ・スキャナ１３４が中心１３４ａを基準として回転し、図７
（Ａ）に比べて測定光の進行方向が右側に若干変更したことが分かる。図８（Ａ）を参照
すると、測定光は、ガルバノ・スキャナ１３４で反射することで、進行方向が調節されて
対象体１０に照射されるが、この時、光路長調節部材１３６が測定光の進行経路上に位置
する。従って、測定光の一部は、光路長調節部材１３６によって屈折して進行経路を外れ
、残りの測定光のみが進行経路に沿って対象体１０に照射されることが分かる。即ち、対
象体１０に到逹する測定光の直径が、図７Ａに比べて低減する。この時、光路長調節部材
１３６は、一定の屈折率を持つ一つの材質又はそれぞれ異なる屈折率を持つ２つ以上の材
質を用いて多様な形状に製作された部材であるか、又は光を遮断する材質で製作された部
材である。図８（Ｂ）を参照すると、測定光が対象体１０で反射して出た応答光が、ガル
バノ・スキャナ１３４で反射して光プローブの外部に進行する。この時、図８（Ｂ）に示
した応答光も、光路長調節部材１３６によって、図７（Ｂ）に比べて直径が低減する。
【００４４】
　このように光路長調節部材１３６によって測定光及び応答光の直径に変化が生じるが、
これは、実質的に光路長が変化する効果をもたらす。光の直径変化が実質的な光路長の変
化をもたらす理由について、図７（Ｂ）及び図８（Ｂ）を参照して詳細に説明する。図７
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（Ｂ）に示した応答光がガルバノ・スキャナ１３４と接触する直径の中心点７０１と、図
８（Ｂ）に示した応答光がガルバノ・スキャナ１３４と接触する直径の中心点８０１とを
比較すると、位置が異なることが分かる。即ち、応答光の直径が変化するに伴い、応答光
がガルバノ・スキャナ１３４と接触する直径の中心点の位置も変化する。ところが、光が
移動する実質的な距離は、光直径の中心が移動する距離であるといえるので、図７（Ｂ）
及び図８（Ｂ）で、応答光の光路長は互いに異なる。結果的に、光路長調節部材１３６を
用いて測定光及び応答光の直径サイズを調節すると、測定光及び応答光が進行する光路長
も調節される。
【００４５】
　光の直径調節によりフェーズモジュレーションを行う具体的な方法について説明する。
図９は、本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部で測定光が進行する経路を示
す図面である。図９を参照すると、第１方向の測定光は、直径がｒ１であり、第２方向の
測定光は、直径がｒ２であり、第Ｎ方向の測定光は、直径がｒＮであるということが分か
る。このような直径の変化は、図７（Ａ）～図８（Ｂ）を参照して説明したように、光路
長調節部材１３６によって起きる。測定光が第ｉ方向（ｉ＝１，２，…，Ｎ）に調節され
た時の直径サイズをｒｉとすると、進行方向が隣接している２つの測定光、即ち第ｉ＋１
方向の測定光と第ｉ方向の測定光との直径の差は、次のような数式で示される。
【００４６】
【数６】

【００４７】
　上記数式６の

を

とすると、上記数式３及び数式４によってフェーズモジュレーションを行うことができる
。詳細な内容は、上記数式３及び数式４についての説明部分を参考にする。
【００４８】
　一方、レンズの形状を変形してレンズと光路長調節部材の役割を同時に行うレンズを用
いるように実施形態を具現でき、これについては、図１０（Ａ）及び図１０（Ｂ）を参照
して以下で詳細に説明する。
【００４９】
　図１０（Ａ）及び（Ｂ）は、本発明の更に他の実施形態による光プローブの内部構成を
示す図面である。図１０（Ａ）及び（Ｂ）を図３（Ａ）～（Ｃ）と比べると、図３（Ａ）
～（Ｃ）では、光路長調節部材１３６とレンズ１３８とをそれぞれ別途に備えたが、図１
０（Ａ）及び（Ｂ）では、別途の光路長調節部材１３６を備えずにレンズ１３８のみを備
える。ここで、図１０（Ａ）及び（Ｂ）に示したレンズ１３８は、一側断面が傾いて形成
され、図３（Ａ）～（Ｃ）のレンズ１３８の上側又は下側に光路長調節部材１３６を結合
させた形状と類似していることが分かる。即ち、図１０（Ａ）及び（Ｂ）のレンズ１３８
は、図３（Ａ）～（Ｃ）の光路長調節部材１３６及びレンズ１３８が行う役割を同時に行
う。このようにレンズの変形により光路長を調節する効果を得ることで、光プローブの構
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【００５０】
　以上、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明したが、本発明は、上述の実
施形態に限定されるものではなく、本発明の技術的範囲から逸脱しない範囲内で多様に変
更実施することが可能である。
【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本発明は、光プローブ及びこれを備える光干渉断層撮影装置関連の技術分野に好適に用
いられる。
【符号の説明】
【００５２】
　１０　　対象体
　１１０　　光生成器
　１２０　　光結合器
　１２２　　ビームスプリッター
　１２４　　基準ミラー
　１３０　　光プローブ
　１３２　　コリメーターレンズ
　１３４　　ガルバノ・スキャナ
　１３４ａ　　中心
　１３５　　ピエゾアクチュエータ
　１３５ａ　　圧電素子
　１３５ｂ　　支持層
　１３５ｃ　　光ファイバ
　１３６、１３６ａ、１３６ｂ　　光路長調節部材
　１３６ｃ　　突起
　１３８　　レンズ
　１４０　　検出器
　１５０　　映像信号処理器
　７０１、８０１　　中心点
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